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国語施策の充実 

   

国語の改善及び 

 その普及に関する事項を調査・審議 

 

国語施策情報システムの更新事業 
 

 

 

 
  紙媒体でしか現存しない国語施 
 策に関する資料の電子化を行い， 
 文化庁ウェブサイトで資料の公開 
 を進める。 

 
国語問題研究協議会の開催 
 

 

 

 
  国語をめぐる諸問題を取り上げ，  
 文化審議会の答申等について説明 
 するとともに改善の方策等につい 
 て研究協議を行う「国語問題研究 
 協議会」を開催する。 
 

 
調査及び調査研究 
（国語に関する実態調査） 

 

 

  
  日本人の国語意識や具体的な言    
 葉の理解等の現状を調査する「国 
 語に関する世論調査」を実施し， 
 文化審議会国語分科会における 
 審議資料として活用するとともに， 
 国民の国語に対する意識を高める。 

 

 

審議会における検討 

文化審議会国語分科会 

諮問 

課題等 

答申等 

具体的な事業の実施 
 
危機的な状況にある言語・方言の
活性化・調査研究事業 
 

 

 
・ 平成21年２月にユネスコが指摘  
 した危機的な状況にある８言語・ 
 方言のうち，八丈方言，国頭方言， 
 沖縄方言，八重山方言の保存・継 
 承に関する取組の状況等について  
 調査する。 

 
・ アイヌ語のアーカイブ化に関す  
 る調査研究を実施するとともに， 
 報告・説明会を開催する。 

 
・ 東日本大震災による被災や避難 
 に伴い，保存・継承の危機にある 
 方言の保存・継承ための教室やシ 
 ンポジウムなど方言の再興につな 
 がる地域の取組を支援する。 

（25年度予算額 12百万円） 
  26年度予定額 12百万円 

（平成2５年度予算額  ５２百万円） 
 平成2６年度予定額  ４８百万円 

 H16年2月 これからの時代に求められる 
        国語力について 答申 
 H19年2月 敬語の指針 答申 
 H22年6月 改定常用漢字表 答申 
 H24年1月 国語分科会で今後取り組むべき 
        課題について（意見のまとめ） 
 H25年2月 国語分科会で今後取り組むべき 

        課題について（報告） 

（25年度予算額  4百万円） 
  26年度予定額  4百万円 

（25年度予算額 35百万円） 
  26年度予定額 31百万円 

（25年度予算額  1百万円） 
  26年度予定額  1百万円 
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 平成７年度以降，毎年，「国語に関する世論調査」を実施。 

 文化審議会国語分科会での 

審議事項に関連するデータの提供 

報道等による 

国民の国語への関心の喚起 

国民の国語に関する意識と 

国語の現状，変化の把握 

   ○ 調査年度 １５，１６，１７ 
    ・敬語についての意識，敬語の使い方等について調査 
    → 文化審議会答申「敬語の指針」（平成１９年２月）の審議に活用 
 
   ○ 調査年度 １５，１６，１８，２１ 
    ・常用漢字表についての意識，漢字の使い方等について調査 
    → 文化審議会答申「改定常用漢字表」（平成２２年６月)の審議に活用 
 
   ○ 調査年度 １９，２０，２２，２３，２４，２５ 
    ・国語に関する諸問題について調査 
    → 文化審議会国語分科会にデータを提供し，課題の洗い出し， 
      整理等に活用 

 
 

・言葉遣いの現状や変化 
・慣用句の使い方   等 

調査対象： 全国１６歳以上の男女 3,000人 
抽出方法： 層化２段無作為抽出法（*）  
調査方法： 調査員による面接聴取法 

*全国の市町村を規模に応じて分類（層化）した上で，調査対象の市町村を抽出し（第１段），次に各
地点から調査対象とする個人を住民基本台帳を用いて無作為抽出（第２段）する方法 

調査及び調査研究（国語に関する実態調査）          
（平成2５年度予算額 １２百万円） 
 平成2６年度予定額 １２百万円 
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       危機的な状況にある言語・方言の活性化・調査研究事業             
【事業概要】 

 ユネスコに指摘された言語・方言や東日本大震災の被災地における方言など，我が国において消滅の危機にある言語・方言の実態を把握するととも
に，観光振興や地域振興につながる地域の文化の基盤である言語・方言の保存・継承に向けた地域での取組の実情を把握し，言語・方言が消滅するこ
とがなく，保存・継承が円滑に行われるよう必要な措置を講じ，消滅の危機にある言語・方言の状況改善につなげる。 

◎「Atlas of the World’s Languages in Danger」（平成21年2月19日ユネスコ） 
  消滅の危機にあるとされた8言語・方言（アイヌ語，八丈方言，奄美方言，国頭方言，沖縄方言，宮古方言，八重山方言，与那国方言） 
◎「文化芸術の振興に関する基本的な方針」（平成23年2月8日閣議決定） 
  第３ 文化芸術振興に関する基本的施策 
   ５．国語の正しい理解 
    ●国内における消滅の危機にある言語・方言について，実態を把握するとともに，言語･方言の保存･継承のための取組について調査研究を行い，その成果について普及等を図る。 
◎「東日本大震災からの復興の基本方針」（平成23年7月29日東日本大震災復興対策本部） 
  「地域のたから」である文化財や歴史資料の修理・修復を進めるとともに，伝統行事や方言の再興等を支援する。 
◎「北海道外アイヌ生活実態調査」を踏まえた全国的見地からの施策の展開について（平成24年6月1日アイヌ政策推進会議政策推進作業部会） 
  関係機関におけるアイヌ語の調査研究を一層充実・強化させるとともに，アイヌ語の研究を行っている大学等と連携を図りながらその成果の普及啓発を行うこと，また，アイヌ語の  
 教育・研究環境の整備に努めることなどによって，アイヌ語の伝承活動を支援することが必要である。 
◎「国連社会権規約委員会最終見解」（平成25年5月17日国連社会権規約委員会） 
  アイヌ語を保全しかつ振興するためにとられた措置の成果に関する情報を次回の定期報告書に記載するよう要請する。 
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【調査対象・内容】 
 ユネスコが指摘し
た言語・方言のうち，
アイヌ語，与那国方
言，奄美方言，宮古
方言について，ユネ
スコの基準に照らし
た危機の程度，言
語・方言の現状を調
査 

保
存
・継
承
の
取
組
に 

関
す
る
調
査
（未
実
施
） 

「東日本大震災か
らの復興の基本方
針」（平成23年７
月29日東日本大震
災復興対策本部）
に盛り込まれた方
言の再興に関する
記載を受けた緊急
措置 

【調査対象・内容】 
 東北地方の方言の
特徴を把握の上，被
害状況からの方言の
危機状況のシミュ
レーションや，三陸
地方南部を中心に
ピックアップしての
方言に関する意識等
を調査 
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【調査対象・内容】 
 アイヌ語，与那国
方言，奄美方言，宮
古方言について，自
治体等における言
語・方言の保存・継
承に関する取組や課
題等を調査 

【調査対象・内容】 
 青森県，岩手県，
宮城県，福島県，茨
城県における方言の
特徴，方言の現状，
方言に関する意識の
調査，音声データの
収録等を実施 
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【調査対象・内容】 
 調査が実施できていない八丈方言，
国頭方言，沖縄方言，八重山方言に
ついて，ユネスコの基準に照らした
危機の程度，方言の現状を調査 

【調査対象・内容】 
 消滅の危機の度合いが最も高いアイヌ語
について，現存する音声データの整理・分
析，アーカイブ化の形式の検討等を調査研
究，報告・説明会の開催 

【支援対象・内容】 
 青森県，岩手県，宮城県，福島県，茨城
県における方言の保存・継承に関する様々
な取組の支援を実施 
（想定される取組例） 
○方言アーカイブの作成 
○方言教室の実施 
○方言に関する展示会の実施 
○方言に関するシンポジウム等の開催 

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成26年度 

（平成2５年度予算額 ３５百万円） 
 平成2６年度予定額 ３１百万円 

平成25年度 

【調査対象・内容】 
 八丈方言，国頭方言，沖縄方言，八重山
方言について，自治体等における方言の保
存・継承に関する取組や課題等を調査 

【調査対象・内容】 
 消滅の危機の度合いが最も高いア
イヌ語について，現存する音声デー
タの整理・分析，アーカイブ化の形
式の検討等を調査研究 

【支援対象・内容】 
 青森県，岩手県，宮城県，福島県，
茨城県における方言の保存・継承に関
する様々な取組の支援を実施 
（想定される取組例） 
○方言アーカイブの作成 
○方言教室の実施 
○方言に関する展示会の実施 
○方言に関するシンポジウム等の開催 
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審議会における検討 

 
 
 

○日本語教育コンテンツ共有化推進事業 
  日本語教育に関する教材等を共有し，横断的 
 に利用できる「ＮＥＷＳ」を運用するとともに 
 コンテンツの充実を図る 

○日本語教育推進会議等 

 ・日本語教育推進会議 
  （参加団体）２８団体，下記の７府省 

 ・日本語教育関係府省連絡会議 
  （参加府省）内閣府，総務省，法務省，外務省，  

   文科省，厚労省，経産省 

 
 
 

 
 
 
○地域日本語教育実践プログラム 
 ・「標準的なカリキュラム案」等に準拠した取組 
  「標準的なカリキュラム案」等に準拠し，地 
 域の実情に応じた日本語教育の実施，人材の養 
 成及び教材の作成を支援 
 

 ・地域資源の活用・連携による総合的取組 
  地域の文化活動・市民活動等に外国人の参加 
 を促しつつ日本語教育を実施する取組や，日本 
 語教育に関する地域における連携体制を構築・ 
 強化する取組等を支援 
 

○地域日本語教育コーディネーター研修 
  日本語指導者に対する指導的な立場を果たす 

 ことが期待される者等を対象に研修を実施 

 
○地域日本語教育の総合的な推進体制の構築 
 に関する実践的調査研究 

 
 

 
 
 

 
○日本語教育研究協議会 
  「標準的なカリキュラム案」等を相互に有効 
 に活用する方法を解説したハンドブックを活用 
 し，全国４か所で協議会を開催 
 
    
○都道府県・政令指定都市等日本語教育担当 
 者研修 

○文化審議会国語分科会日本語教育小委員会における検討 
 ｢生活者としての外国人」に対する日本語教育について，①「標準的なカリキュラム案｣(平成２２年５月)，②「カリキュラム案活用のためのガイドブック｣
(平成２３年１月)，③「教材例集｣及び④「日本語能力評価｣(平成２４年１月)，⑤「日本語指導力評価｣(平成２５年２月)を取りまとめ。［平成２５年度以降，
周知・活用を図る。］ 
 また，日本語教育小委員会の下に設置した課題整理に関するワーキンググループにおいて，⑥「日本語教育の推進に向けた基本的な考え方と論点の整理につ
いて(報告)｣(平成２５年２月)を取りまとめ。［今後，本報告を基に更に検討。］ 

具体的な事業の実施 

「生活者としての外国人」のための 

  日本語教育事業 

省庁連携日本語教育基盤整備事業 

日本語教育研究協議会等の開催 

外国人に対する日本語教育の推進 

 
 
 
 
 
  条約難民及び第三国定住難民に対して，定住 
 支援策として日本語教育を外部に委託して実施 
  平成26年度は，パイロットケース事業終了後 
 の受入体制等の検討のため，日本語能力及び日 
 本語学習実態調査を定住後の第三国定住難民に 
 対し実施 

 

 

○日本語教育に関する実態調査 

  日本語教育実施機関・施設等に関する実態を 

 把握するための調査を実施 

 

○日本語教育の総合的な推進に向けた調査研究 

  日本語教育小委員会での１１の論点の検討結果 

 を踏まえた日本語教育を推進する調査研究を実施 

日本語教育に関する調査及び調査研究 

条約難民及び第三国定住難民に 
   対する日本語教育 

（平成2５年度予算額 ２１６百万円） 
 平成2６年度予定額 ２１２百万円 

（25年度予算額 164百万円） 
  26年度予定額 155百万円 

（25年度予算額  34百万円） 
  26年度予定額  40百万円 

（25年度予算額   5百万円） 
  26年度予定額   8百万円 

（25年度予算額   4百万円） 
  26年度予定額   4百万円 

（25年度予算額   9百万円） 
  26年度予定額   5百万円 
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日常生活を送る上で必要な日本語を学習する外国人が増え，学習目的も多様化している状況において，日本語教育機関や日
本語学習者の実態を把握するため，日本語教育に関する調査を複数の視点から実施し，我が国における日本語教育関連施策
等の立案推進のための基礎資料とする。 

                     日本語教育に関する調査及び調査研究 
（平成２５年度予算額： ５百万円） 
 平成２６年度予定額： ８百万円 

○日本語教育の総合的な推進に向けた調査研究                             ４百万円（新  規） 
 
日本語教育を推進するための課題に対応した調査研究を国立国語研究所や大学等の協力を得て機動的に実施。 
（想定される主な課題） 
○地域の日本語教育におけるコーディネーターの養成・研修の実態と研修の必要性について 
○日本語教育に関する世論喚起の方策について 
○人口減少地域における地域日本語教育の対応策について 

日本語教育に関する実態調査と日本語教育の総合的な推進に向けた調査研究の結果を活用し，外国人に対
する日本語教育施策を強力に推進 

○日本語教育に関する実態調査                                       ４百万円（４百万円） 
  
日本語教育実施機関・施設等，日本語教師数，日本語学習者数の実態について，最新の状況を調査する。 
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【目的】 
 カリキュラム案等を活用する能力の向上 
 及び日本語教育に対する理解の増進 
 

【参加者】 
 日本語指導者 等 
 

【開催場所】  
 東京（８月予定）に加え全国３地域（１０～１１月予定） 
 で実施。 
 

【参加者数】 
 東京は約500名。他の３地域は各約100名。 
 

【主な内容】 
 ・ハンドブックの解説 
 ・パネルディスカッション（カリキュラム案等について） 
 ・カリキュラム案等を活用するための演習 

【目的】 
 日本語教育施策の企画立案能力の向上 
 
【参加者】 
 自治体の日本語教育担当者 
 

【開催場所】  
 東京（１１月予定） 
 

【参加者数】 
 約60名 
 

【主な内容】 
 ・日本語教育施策の企画・立案に係る演習 
 ・ハンドブックの解説 
 

・平成２年の改正出入国管理及び難民認定法の施行以降，在留外国人は平成２年末の約１０８万人から平成２４年末の約２０４万人，平成 
 ２年に約６万人だった日本語学習者数は，平成２４年には約１４万人となり，日常生活を送る上で必要な日本語を学習する外国人が増加 
・文化庁では特に「生活者としての外国人」にとって必要な日本語教育を推進するため，文化審議会国語分科会において 
   ①「「生活者としての外国人」に対する日本語教育の標準的なカリキュラム案について」（平成２２年５月） 
   ②「「生活者としての外国人」に対する日本語教育の標準的なカリキュラム案 活用のためのガイドブック」（平成２３年１月） 
   ③「「生活者としての外国人」に対する日本語教育の標準的なカリキュラム案 教材例集」（平成２４年１月） 
   ④「「生活者としての外国人」に対する日本語教育における日本語能力評価について」（平成２４年１月）  
   ⑤「「生活者としての外国人」に対する日本語教育における指導力評価について」（平成２５年２月） 
 を取りまとめた。平成２６年度はこれらを相互に有効に活用する方法を解説したハンドブックを活用し，日本語教育研究協議会 
（東京及び全国３地域で開催）及び都道府県・政令指定都市等日本語教育担当者研修で説明。 

事業の経緯・目的 

日本語教育研究協議会 都道府県・政令指定都市等日本語教育担当者研修 

日本語教育研究協議会等の開催 （平成2５年度予算額  ９百万円）         
平成2６年度予定額  ５百万円 

６ 



 

 

   

   難民の定住先の自治体と連携を 

図りながら継続的に日本語を学習 

できるよう、地域の実状に応じた 

日本語教育の支援体制を構築する 

  
  
  

 
 

日本語教育プログラム（572時間） 
     日本への定住に必要とされる 
      最低限の基礎日本語能力の習得 
  ○6か月コース（1日6コマ昼間開講) 
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定住支援施設における 

定住支援プログラム 

定住支援施設退所後の 

定住先における 

日本語教育支援 

日本語教育相談員による指導・助言及び日本語学習教材の支援等 

日本語教育の効果について半年ごとに調査を実施 

難

民

申

請
 

 

日本語教育プログラム（572時間）  

     日本への定住に必要とされる 
    最低限の基礎日本語能力の習得 
  ○6か月コース 

     （1日6コマ，昼間開講，前後期に分けて実施) 

     ○1年コース（1日3コマ夜間開講）      
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         条約難民及び第三国定住難民に対する日本語教育 
 （平成２５年度予算額 ３４百万円） 

  平成２６年度予定額 ４０百万円  

  

 今後の受入れ体制等の検討に資するため，第三国定住難民の定住後の実 

態についてインドシナ・条約難民との比較を含めた調査・研究を実施する 

定住後の第三国定住難民の日本語能力及び日本語学習実態調査（新規６百万円） 
 

 

パイロット事業期間は， 

平成２６年度末まで 

  

難民対策連絡調整会議 

７ 

定住支援施設における 

定住支援プログラム 



地域日本語教育 

コーディネーター研修 

（東西２か所） 
 

 一定の経験を有し，日本語指
導者に対する指導的な立場を果
たすことが期待される者等に対
する研修を実施する。 

  審議会報告・成果物の提供 
 文化審議会国語分科会が取りまと
めた報告・成果物の提供を行う。 
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地域 

地域日本語教
育の総合的な
推進体制の構
築に関する実
践的調査研究 

 

 

 

○地域資源の活用・連携による 

 総合的取組 
 地域の文化活動・市民活動等に
外国人の参加を促しつつ日本語教
育を実施する取組や，日本語教育
に関する地域における連携体制を
構築・強化する取組等を行う。 

 

 

 

○「標準的なカリキュラム案」等 

 の活用による取組 
 「生活者としての外国人」に対す
る標準的なカリキュラム案等を活用
し，地域の実情・外国人の状況に応
じた以下の取組を行う。 

〈日本語教育の実施〉 

〈人材の育成〉 

〈教材の作成〉 

地域日本語教育実践プログラム（Ａ）  地域日本語教育実践プログラム（Ｂ） 

（想定される取組例） 

・子育てや防災の取組との連携 

・自治体の部局，関係機関・団体，
企業等からなる協議会の設置 等 

成果の 

普及 

事例の収集，カリ 

キュラム案等の 

検証・改善 

調
査
研
究 

教材例集 

日本語指導力 

評価について 

本事業の範囲 

民間シンクタンク等 

   （２５年度予算額    １６４百万円） 
 ２６年度予定額   １５５百万円 

計４７件 

        「生活者としての外国人」のための日本語教育事業 
（平成2５年度予算額1６４百万円） 
平成2６年度予定額1５５百万円 

８ 



省庁連携日本語教育基盤整備事業 
（平成２５年度予算額 ４百万円） 

 平成２６年度予定額 ４百万円 

    

○政府においては，関係府省が，外国人政策の観点からそれぞれの目的に応じて日本語教育に関連する施策を推進。 
○日本語教育に関する具体的な事業は，関係府省の様々な関係機関等が，その目的等に応じ，主として対象者別に実施。 
○全体としての日本語教育施策･事業が必ずしも効果的･効率的に推進されていないという指摘がなされており，日本語教育を総合的に推進していく体制
を整備する必要がある。 

 

背
景 

 
 

○日本語教育推進会議 

・関係府省及び関係機関等が集まり，日本語教育に関する具体的な取組の現状･課題を把握するとともに，情報交換等を行う。
【平成24年1月23日（第1回），平成24年3月12日（第2回），平成24年9月21日（第3回），平成25年9月25日（第4回）開催】 

 
 

○日本語教育コンテンツ共有化推進事業 

 
・日本語教育に関する各種コンテンツ（教材，論文，報告書，団
体・人材情報等）を共有し，①信頼性のある情報を，②確実に，
かつ③効率的に探し出し，活用できる仕組みを構築。 

 （平成25年4月1日運用開始 http://www.nihongo-ews.jp/） 
 
・日本語教育に関するコンテンツを収集し，更なる充実を図る。 
 

 
 

日本語教育を総合的に推進していく体制の基盤を構築するため，関係府省及び関係
機関等が情報交換等を行う日本語教育推進会議を開催。加えて，関係機関等が独自
に作成している教材等のコンテンツを共有するための，日本語教育コンテンツ共有
システムを着実に運用する。 

日本語教育 

推進会議 
ＮＥＷＳ 

９ 

http://nihongo-ews.jp/

